
27　その他議会の活動に関すること

【27-1】本会議場・委員会室での議員のパソコン・タブレット端末・説明用
スクリーン・説明用パネルの使用事例の有無

（平成26年1月1日～12月31日）

本会議場 委員会室
57市 103市
7.0% 12.7%
96市 137市
11.8% 16.9%
29市 85市
3.6% 10.5%

299市 90市
36.8% 11.1%

【27-2】電子表決(押しボタン式表決)システムの導入状況
（平成26年12月31日現在）

5万人未満
（262市）

5～10万人未満
（267市）

10～20万人未満
（156市）

20～30万人未満
（45市）

30～40万人未満
（26市）

40～50万人未満
（23市）

50万人以上
（14市）

指定都市
（20市）

全市

（813市）

議員の説明用パネルの使用事例があった

議員の説明用スクリーンの使用事例があった

議員のパソコンの使用事例があった

議員のタブレット端末の使用事例があった

電子表決(押しボ
タン式表決)システ
ムを導入している

7市

0市

2.7%
14市
5.2%
15市
9.6%
2市

0.0%
0市
0.0%
43市

5.3%

4.4%
2市
7.7%
3市

13.0%



【27-3】会議録の調製形態
（平成26年12月31日現在）

書面 電磁的記録

5万人未満 262市 0市
（262市） 100.0% 0.0%

5～10万人未満 267市 0市
（267市） 100.0% 0.0%

10～20万人未満 156市 0市
（156市） 100.0% 0.0%

20～30万人未満 45市 0市
（45市） 100.0% 0.0%

30～40万人未満 26市 0市
（26市） 100.0% 0.0%

40～50万人未満 23市 0市
（23市） 100.0% 0.0%

50万人以上 14市 0市
（14市） 100.0% 0.0%

指定都市 20市 0市
（20市） 100.0% 0.0%

全市 813市 0市
（813市） 100.0% 0.0%

電磁的記録とは、地方自治法第123条第1項及び第3項によるもの。

【27-4】会議録検索システムの導入状況
（平成26年12月31日現在、複数回答）

インター
ネットによる
検索システ
ムを導入し
ている

庁内LANに
よる検索シ
ステムを導
入している

インター
ネットによる
検索システ
ムを導入し
ている

庁内LANに
よる検索シ
ステムを導
入している

5万人未満 163市 28市 31市 2市
（262市） 62.2% 10.7% 11.8% 0.8%

5～10万人未満 223市 56市 83市 22市
（267市） 83.5% 21.0% 31.1% 8.2%

10～20万人未満 149市 37市 91市 26市
（156市） 95.5% 23.7% 58.3% 16.7%

20～30万人未満 43市 8市 37市 7市
（45市） 95.6% 17.8% 82.2% 15.6%

30～40万人未満 26市 3市 21市 3市
（26市） 100.0% 11.5% 80.8% 11.5%

40～50万人未満 23市 5市 16市 4市
（23市） 100.0% 21.7% 69.6% 17.4%

50万人以上 14市 2市 12市 1市
（14市） 100.0% 14.3% 85.7% 7.1%

指定都市 20市 6市 19市 5市
（20市） 100.0% 30.0% 95.0% 25.0%

全市 661市 145市 310市 70市
（813市） 81.3% 17.8% 38.1% 8.6%

本会議会議録 委員会会議録



【27-5】議会と大学等との協定の締結状況
（平成26年12月31日現在）
大学等との協定を

締結している
5万人未満 1市
（262市） 0.4%

5～10万人未満 0市
（267市） 0.0%

10～20万人未満 1市
（156市） 0.6%

20～30万人未満 2市
（45市） 4.4%

30～40万人未満 1市
（26市） 3.8%

40～50万人未満 0市
（23市） 0.0%

50万人以上 0市
（14市） 0.0%

指定都市 1市
（20市） 5.0%

全市 6市
（813市） 0.7%

大学等とは、そのほか大学院や研究機関等を指す。

【27-6】議会モニター制度の採用状況
（平成26年12月31日現在）
議会モニター制度を

採用している
5万人未満 4市
（262市） 1.5%

5～10万人未満 5市
（267市） 1.9%

10～20万人未満 4市
（156市） 2.6%

20～30万人未満 2市
（45市） 4.4%

30～40万人未満 1市
（26市） 3.8%

40～50万人未満 1市
（23市） 4.3%

50万人以上 0市
（14市） 0.0%

指定都市 0市
（20市） 0.0%

全市 17市
（813市） 2.1%



【27-7】議会のパブリックコメントの実施状況
（平成26年1月1日～12月31日）
議会においてパブリッ
クコメントを実施した

5万人未満 24市
（262市） 9.2%

5～10万人未満 34市
（267市） 12.7%

10～20万人未満 21市
（156市） 13.5%

20～30万人未満 7市
（45市） 15.6%

30～40万人未満 6市
（26市） 23.1%

40～50万人未満 3市
（23市） 13.0%

50万人以上 1市
（14市） 7.1%

指定都市 7市
（20市） 35.0%

全市 103市
（813市） 12.7%

【27-8】住民アンケート調査の実施状況
（平成26年1月1日～12月31日）

住民に対し無作為
抽出による議会に
関するアンケート
調査を実施した

5万人未満 9市
（262市） 3.4%

5～10万人未満 11市
（267市） 4.1%

10～20万人未満 8市
（156市） 5.1%

20～30万人未満 1市
（45市） 2.2%

30～40万人未満 3市
（26市） 11.5%

40～50万人未満 1市
（23市） 4.3%

50万人以上 0市
（14市） 0.0%

指定都市 2市
（20市） 10.0%

全市 35市
（813市） 4.3%



【27-9】議会による事務事業評価の実施状況
（平成26年12月31日現在）

議会独自による
事務事業評価を
実施している

5万人未満 11市
（262市） 4.2%

5～10万人未満 12市
（267市） 4.5%

10～20万人未満 10市
（156市） 6.4%

20～30万人未満 3市
（45市） 6.7%

30～40万人未満 2市
（26市） 7.7%

40～50万人未満 2市
（23市） 8.7%

50万人以上 0市
（14市） 0.0%

指定都市 1市
（20市） 5.0%

全市 41市
（813市） 5.0%

【27-10】会議資料のペーパーレス化の導入状況
（平成26年12月31日現在）

会議資料のペーパー
レス化を導入している

5万人未満 11市
（262市） 4.2%

5～10万人未満 8市
（267市） 3.0%

10～20万人未満 6市
（156市） 3.8%

20～30万人未満 3市
（45市） 6.7%

30～40万人未満 8市
（26市） 30.8%

40～50万人未満 2市
（23市） 8.7%

50万人以上 0市
（14市） 0.0%

指定都市 1市
（20市） 5.0%

全市 39市
（813市） 4.8%

一部の会議資料のみペーパーレス化している場合を含む。
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